
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 14¶957¶476¶775 1¶195¶383¶032 0 16¶152¶859¶807 4¶948¶615¶779 898¶714¶912 0 0 0 11¶204¶244¶028

構 築 物 1¶198¶768¶524 54¶717¶159 0 1¶253¶485¶683 620¶025¶180 93¶832¶770 0 0 0 633¶460¶503

工具器具備品 524¶828¶869 115¶376¶730 533¶719 639¶671¶880 436¶030¶604 27¶876¶546 0 0 0 203¶641¶276

図 書 906¶101 4¶786¶978 0 5¶693¶079 0 0 0 0 0 5¶693¶079

船 舶 45¶568¶000 0 77¶000 45¶491¶000 45¶490¶982 9¶113¶581 0 0 0 18

計 16¶727¶548¶269 1¶370¶263¶899 610¶719 18¶097¶201¶449 6¶050¶162¶545 1¶029¶537¶809 0 0 0 12¶047¶038¶904

（重要な債務負担行為）
（単位：円）

契 約 内 容 主な契約先
翌 期 以 降 支 払 額

一 年 以 内 一 年 超 合 計

香川大学（幸町）総合研究棟（幸
町北８号館）等改修その他工事

j高岸工務店 451¶500¶000 0 451¶500¶000

香川大学（幸町）総合研究棟（幸
町北８号館）等改修その他機械
設備工事

徳寿工業j 162¶225¶000 0 162¶225¶000

（重要な後発事象）
当該事項はありません。
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10．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。
11．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。
（貸借対照表に係る注記）
１．賞与

当事業年度末に在籍する役員及び職員のうち、翌期に支給される賞与が運営費交付金で措置さ
れる者に係る引当外賞与見積額の総額は、772¶678¶282円である。

２．退職給付
当事業年度末に在籍する役員及び職員のうち、退職給付が運営費交付金で措置される者が自己
都合で退職した場合に必要とされる退職金要支給額の総額は、12¶180¶055¶019円である。

３．保証債務
当事業年度末日の債務保証の総額は、4¶241¶524¶711円である。

４．本学が有している土地及び建物の一部（4¶146¶398¶000円）を国立大学財務・経営センター長期借
入金（2¶725¶002¶000円）及び１年以内返済予定長期借入金（84¶276¶000円）の担保に供している。
（損益計算書に係る注記）
附属病院において法人設立時に国から承継され、資産見返勘定を立てて会計処理を行っている診
療機器等について、当該資産見返勘定に係る当期の資産見返負債戻入は、45¶738¶210円である。
（キャッシュ・フロー計算書に係る注記）

（単位：円）
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 7¶332¶648¶092

内、定期預金（控除） 1¶850¶000¶000

G G G G G G G

資金期末残高 5¶482¶648¶092

á á á á á á á

２．重要な非資金取引
\ 寄附の受入による資産の取得

工具器具備品 57¶780¶828

図書 1¶001¶110

投資有価証券 1¶120¶120

G G G G G G G

計 59¶902¶058

á á á á á á á

] 寄附の受入による少額備品等の取得
備品費等 42¶775¶177

G G G G G G G

計 42¶775¶177

á á á á á á á

^ ファイナンス・リース等による資産の取得
工具器具備品 71¶178¶588

G G G G G G G

計 71¶178¶588

á á á á á á á

（国立大学法人等業務実施コスト計算書に係る注記）
１．国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用について、土地及び建物につ
いては近隣の賃貸借料、香川県及び坂出市の条例等に定められた使用料等を参考に算出している。
物品については、年間減価償却費相当額を参考に算出している。

２．政府出資等の機会費用は、平成21年３月31日における10年国債（新発債）の利回り1•340％を参
考に算出している。
３．無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用は、平成21年３月31日における10年
国債（新発債）の利回り1•340％を参考に算出している。
４．引当外退職給付増加見積額のうち、地方公共団体からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積
額は92¶424¶761円である。
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